
簡易調査で工夫した地すべり末端部の表層崩壊対策設計 

○基礎設計室 渡部聖 

１．はじめに 

 本業務は、令和３年８月の線状降水帯による大雨により、民家裏の急勾配斜面の一部が崩壊

した箇所の対策を設計したものである。当該地は地すべり防止区域に指定されており、崩壊機

構に関して適切な対策が必要となっていた。 

２．概要 

＜計画箇所数＞ 

 A 工区と B工区の 2箇所 

＜崩壊規模、形態＞ 

A工区：延長 L=20m、高さ h=3m、  崩壊厚さ d=0.5m、崩壊形態：表層崩壊 

 B 工区：延長 L= 3m、高さ h=2～3m、崩壊厚さ d=0.3m、崩壊形態：表層崩壊 

＜崩壊の素因＞ 

・崩壊地の法面の殆どの区間が崩壊前は安定勾配に対して急勾配であった。 

・地すべり地形特有の地盤内の緩みや経年変化による地盤のせん断抵抗力が低下。 

＜崩壊の誘因＞ 

 ・2021 年 8 月の豪雨による。 

＜設計の課題＞ 

①崩壊規模は対象の2箇所ともに小さく、後背地も平坦あるいは緩やかであり、通常の災害で

あれば、安定勾配による切土工法が望ましいと考えられた。しかしながら、当計画地は概ね、

地すべりブロックの末端部にあたり、単純に切土のみの対策をおこなった場合、背後の地す

べり滑動を助長するおそれがあった。

②現地踏査等の結果から、崩壊は地すべりブロックが崩壊の原因ではなく、豪雨による小規

模な表層崩壊であった。通常おこなわれる高額な地すべり調査（ボーリング、パイプ歪計

観測、伸縮計観測、水位計観測）を当該地の様な小規模な崩壊地で実施することはアンバ

ランスと考えられ、簡易にかつ精度よく解析すべり面を想定する工夫が必要であった。

＜設計の方針＞ 

・崩壊の機構は表層崩壊であり、地すべりによるものではないことから、安定勾配での切土を

基本とした。但し、地すべりブロック内の末端部付近を切土することから、押えとして切土

法尻にふとんかごを数段設置する計画とした。 

＜背後の地すべり機構の調査・想定方法＞ 

・現地踏査前に立体的に地形が把握出来るデータを作成した。 

 → 既往のLPデータがなかったことから、砂防基盤図のデータから立体データを作成した。 

・上記のデータより、地すべりブロックを想定し、現地踏査にて、変状箇所、滑落崖と思われ

る箇所と照らし合わせて、地すべりブロック範囲を想定した。 

・簡易貫入試験をA工区、B工区ともに2箇所ずつ実施し、直近の地すべりブロックのすべり面

の想定をおこなった。 

・上記より解析断面を想定した。 

・上記で想定した解析断面について、当該箇所の地すべりの施設台帳の解析断面と比較して 

妥当性について検討した。 
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○A工区対策工平面図・断面図・解析断面図 

 【 平面図 】                    【 断面図 】 

                        【 解析断面図 】 

〇B工区対策工平面図・断面図 

【 平面図 】                   【 断面図 】 

３．おわりに 

  地すべりブロックの対策が主となる場合の設計はボーリング調査や長期間の観測調査（パイ

プ歪計、孔内傾斜計、孔内水位計、伸縮計等）を実施した上での精度の高い解析断面による検

討が求められる。しかし、地すべり区域内で生じた比較的小規模な表層崩壊の対策に関しては

そこまでおこなう必要性についてを検討する必要がある。まずは出来る限り、既往のデータを

収集し、検討して、必要十分と考えられる安価な対策工法を提案することを考えるべきだと思

う。但し、その場合、地質リスクを十分に考慮しておくことを忘れてはならない。 


